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中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律の施行に

伴う関係規則の整理に関する規則をここに公布する。 

平成26年９月30日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

新潟県規則第57号 

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律の施

行に伴う関係規則の整理に関する規則 

（新潟県事務委任規則の一部改正） 

第１条 新潟県事務委任規則（昭和35年新潟県規則第９号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下この条において「追加号」という｡)を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（号の表示及び追加号

を除く｡)に改める。 

改 正 後 改 正 前 

（福祉事務所長への委任） 

第６条 次に掲げる事務は、福祉事務所長に委任す

る。 

(1)～(21) （略） 

(22) 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の

自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）

第14条第１項又は第３項の規定により、支援給

付を行うこと。 

(23) 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の

自立の支援に関する法律第15条第１項の規定に

より、配偶者支援金の支給を行うこと。 

（福祉事務所長への委任） 

第６条 次に掲げる事務は、福祉事務所長に委任す

る。 

(1)～(21) （略） 

(22) 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永

住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年

法律第30号）第14条第１項又は第３項の規定に

より、支援給付を行うこと。 

 

 

 

 

 

（新潟県営住宅条例施行規則の一部改正） 

第２条 新潟県営住宅条例施行規則（昭和40年新潟県規則第38号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)を当該改正部分に対

応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

（入居者の資格） 

第１条の15 （略） 

２ 条例第６条第２項に規定する規則で定める特に

居住の安定を図る必要がある者は、次の各号のい

ずれかに該当する者とする。ただし、身体上又は

精神上著しい障害があるために常時の介護を必要

とし、かつ、居宅においてこれを受けることがで

きず、又は受けることが困難であると認められる

者を除く。 

(1)・(2) （略） 

(3) 生活保護法（昭和25年法律第144号）第６条第

１項に規定する被保護者又は中国残留邦人等の

円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法

律（平成６年法律第30号）第14条第１項に規定

する支援給付（中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律

の一部を改正する法律（平成19年法律第127号）

附則第４条第１項に規定する支援給付を含む｡)

（入居者の資格） 

第１条の15 （略） 

２ 条例第６条第２項に規定する規則で定める特に

居住の安定を図る必要がある者は、次の各号のい

ずれかに該当する者とする。ただし、身体上又は

精神上著しい障害があるために常時の介護を必要

とし、かつ、居宅においてこれを受けることがで

きず、又は受けることが困難であると認められる

者を除く。 

(1)・(2) （略） 

(3) 生活保護法（昭和25年法律第144号）第６条第

１項に規定する被保護者又は中国残留邦人等の

円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援

に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第

１項に規定する支援給付（中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成19年法

律第127号）附則第４条第１項に規定する支援給

付を含む｡)を受けている者 
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を受けている者 

(4)・(5) （略） 

３・４ （略） 

 

（優先的な入居者の決定） 

第６条 条例第10条第４項に規定する規則で定める

速やかに県営住宅に入居することが必要であると

認められる者は、次の各号のいずれかに該当する

者とする。 

(1) （略） 

(2) 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自

立の支援に関する法律第２条第１項に規定する

中国残留邦人等及び同法第６条第１項に規定す

る当該親族等 

(3)～(11) （略） 

 

(4)・(5) （略） 

３・４ （略） 

 

（優先的な入居者の決定） 

第６条 条例第10条第４項に規定する規則で定める

速やかに県営住宅に入居することが必要であると

認められる者は、次の各号のいずれかに該当する

者とする。 

(1) （略） 

(2) 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関する法律第２条第１項

に規定する中国残留邦人等及び同法第６条第１

項に規定する当該親族等 

 

(3)～(11) （略） 

（新潟県精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則の一部改正） 

第３条 新潟県精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則（昭和58年新潟県規則第29号）の一部を次の

ように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)を当該改正部分に対

応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

（費用徴収額の特例） 

第10条 措置入院者又はその者の属する世帯員が生

活保護法（昭和25年法律第144号）による保護又は

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支

援に関する法律（平成６年法律第30号）による支

援給付を、措置入院者が入院する場合に受けてい

るときは入院することとなつた日の属する月から、

入院後受けることとなつたときは受けることとな

つた日の属する月から入院費用の徴収は行わない。

２・３ （略） 

 

第６号様式（第９条関係） 

措置入院者家族等構成員届 

 （略） 

 注 １ （略） 

   ２ 患者又は患者と生計を一にする世帯員が

生活保護法による保護又は中国残留邦人等

の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援

に関する法律による支援給付を受けている

場合には、備考欄にその旨を記入すること。

 

第７号様式（第９条関係） 

措置入院者家族等構成員変更届 

 （略） 

 注 変更者が生活保護法による保護又は中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した

（費用徴収額の特例） 

第10条 措置入院者又はその者の属する世帯員が生

活保護法（昭和25年法律第144号）による保護又は

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国

後の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30

号）による支援給付を、措置入院者が入院する場

合に受けているときは入院することとなつた日の

属する月から、入院後受けることとなつたときは

受けることとなつた日の属する月から入院費用の

徴収は行わない。 

２・３ （略） 

 

第６号様式（第９条関係） 

措置入院者家族等構成員届 

 （略） 

 注 １ （略） 

   ２ 患者又は患者と生計を一にする世帯員が

生活保護法による保護又は中国残留邦人等

の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律による支援給付を受け

ている場合には、備考欄にその旨を記入す

ること。 

 

第７号様式（第９条関係） 

措置入院者家族等構成員変更届 

 （略） 

 注 変更者が生活保護法による保護又は中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自
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中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に

関する法律による支援給付を受けている場合に

は、備考欄にその旨を記入すること。 

 （略） 

立の支援に関する法律による支援給付を受けて

いる場合には、備考欄にその旨を記入すること。

 

 （略） 

（新潟県麻薬及び向精神薬取締法施行細則の一部改正） 

第４条 新潟県麻薬及び向精神薬取締法施行細則（平成２年新潟県規則第85号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)を当該改正部分に対

応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

（費用徴収の特例） 

第18条 措置入院者又はその者の属する世帯の世帯

員が、生活保護法（昭和25年法律第144号）によ

る保護又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並

びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者

の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）

による支援給付を、措置入院者が入院する場合に

受けているときは入院することとなった日の属す

る月から、入院後受けることとなったときは受け

ることとなった日の属する月から入院費用の徴収

は行わない。 

２・３ （略） 

 

第11号様式の２（第17条関係） 

措置入院者家族等構成員届 

 （略） 

 注 １・２ （略） 

   ３ 患者又は患者と生計を一にする世帯員が

生活保護法による保護又は中国残留邦人等

の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援

に関する法律による支援給付を受けている

場合には、備考欄にその旨を記入すること。

 （略） 

 

第12号様式（第17条関係） 

措置入院者家族等構成員変更届 

 （略） 

 注 変更者が生活保護法による保護又は中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した

中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に

関する法律による支援給付を受けている場合に

は、備考欄にその旨を記入すること。 

（費用徴収の特例） 

第18条 措置入院者又はその者の属する世帯の世帯

員が、生活保護法（昭和25年法律第144号）によ

る保護又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及

び永住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６

年法律第30号）による支援給付を、措置入院者が

入院する場合に受けているときは入院することと

なった日の属する月から、入院後受けることとな

ったときは受けることとなった日の属する月から

入院費用の徴収は行わない。 

 

２・３ （略） 

 

第11号様式の２（第17条関係） 

措置入院者家族等構成員届 

 （略） 

 注 １・２ （略） 

   ３ 患者又は患者と生計を一にする世帯員が

生活保護法による保護又は中国残留邦人等

の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律による支援給付を受け

ている場合には、備考欄にその旨を記入す

ること。 

 （略） 

 

第12号様式（第17条関係） 

措置入院者家族等構成員変更届 

 （略） 

 注 変更者が生活保護法による保護又は中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律による支援給付を受けて

いる場合には、備考欄にその旨を記入すること。

 

   附 則 

この規則は、平成26年10月１日から施行する。 

 


